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ローカル系統へのノンファーム型接続導入後の
混雑緩和スキームについて
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2１．はじめに

◼ 2023年4月より接続検討の受付を開始するローカル系統のノンファーム型接続（以降「ローカルノン
ファーム」という）の導入により、系統連系希望者は系統増強を待つことなく、アクセス線等の工事が完
了次第、系統接続が可能となる。

◼ また、空き容量がなく混雑が想定される設備は、一般送配電事業者が増強規律に基づく費用便益評
価により増強実施を判断することとなり、系統接続と混雑緩和スキームは切り離した手続きとなる。
そのため、増強による便益が費用を上回る場合には増強が行われるが、下回る場合は増強は行われず、
発電事業者が希望しても混雑は緩和されない場合が生じうる。

◼ このようなケースに対応するため、国の審議会において、ローカルノンファーム導入後の混雑緩和スキーム
として、電源接続案件一括検討プロセスのような系統増強プロセス（以降「本プロセス」という）について、
当機関にて必要性も含めて詳細検討することとされた。（第45回再生可能エネルギー大量導入・次世
代電力ネットワーク小委員会（2022年9月20日）、次ページ参照）

◼ 本日は、本プロセスの詳細検討において整理が必要な課題をご確認いただくとともに、その課題のうち、
本プロセスの位置付けと基本的な考え方についてご審議いただきたい。



3（参考）第45回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会(2022年9月20日) 資料１
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項 目 詳細整理における課題
（参考）

現行の一括検討プロセス

①
位
置
付
け

本プロセスの
位置付け

• 一般送配電事業者の費用便益評価に基づく増強と
本プロセスとの関係

継ぎ接ぎの系統増強を回
避する効率的な設備形成

発電事業者の共同負担に
よる費用負担の緩和基本的考え方 • 本プロセスによる系統増強の基本的な考え方

②
対
象
電
源

本プロセスの対象
• 本プロセスの活用対象となる電源
（接続する系統の電圧階級など）

対象は、ローカル系統に新
規接続する特高、高圧の
電源
プロセスの期間中は受付を
保留

本プロセス途中の
連系申込の取扱い

• 本プロセスの途中段階において、当該系統に新たに連系を
希望する新規電源の取扱い

③
開
始
基
準

本プロセスの
開始基準

• 発電事業者希望に基づく系統増強の規律（開始基準）の
考え方

ローカル系統への新規電源
接続時に系統混雑が生じ
る都度

④
費
用
負
担

費用負担の在り方
• 系統増強に係る費用の負担者の考え方
• 費用負担者の扱い

プロセスエリアの新規電源
全て(参加する電源で費用
負担ガイドラインに基づき算
定した特定負担を負担共
同部分の負担はkW按分)

２．本プロセスの詳細整理における課題（1/2）

本日ご議論



5２．本プロセスの詳細整理における課題（2/2）

項 目 詳細整理における課題
（参考）

現行の一括検討プロセス

⑤
適
用
系
統

系統増強の
対象範囲

• 本プロセスの対象とする適用系統の範囲
特高系統のうちローカル系
統（配変を含む）

⑥
増
強
規
模

増強規模の考え方 • 系統増強を行う際の増強規模の考え方 混雑が発生しないように、
新規連系電源の最大受
電電力を確保する規模。こ
のため、増強規模が大きく、
費用負担大となる場合あり

増強内容の検討
方法

• 効率的な設備形成を前提とする増強内容の検討方法

⑦
そ
の
他

手続き・規程類 • 具体的な手続きの整理、ルール整備 送配電等業務指針



6３．本プロセスの位置付けの整理について

◼ 本プロセスは混雑を緩和することが目的となるが、今後の詳細検討に先立ち、次の点について検討した。

論点１：本プロセスの位置付け

論点２：本プロセスによる系統増強の基本的な考え方



7論点１：本プロセスの位置付け

ローカルノンファーム導入前 ローカルノンファーム導入後

新規電源の
系統接続時の対応

・系統に空き容量がない場合、
系統増強を行ったうえで電源を接続。

・系統増強完了まで電源接続に時間を要する。

・系統混雑は発生しない。

・系統に空き容量がない場合、
系統混雑発生を前提に電源を接続。

・系統増強を待たずに早期に接続可能。

・系統混雑時に一定順序で出力制御。

系統増強の考え方

・発電事業者からの提起などによる一括検討
により、将来の電源ポテンシャルを踏まえなが
ら効率的な設備増強を実施。

・増強費用は、新規電源を接続する
発電事業者も受益に応じて負担。

・一般送配電事業者が、混雑が想定される系
統を対象に、将来の電源ポテンシャルを踏ま
えた費用便益評価に基づき一般負担で増強。

・発電事業者から、系統増強費用の負担を
前提に混雑緩和の希望があった場合の措置

◼ ローカルノンファームの導入による既存設備の有効利用に伴い、系統連系希望者は系統増強を待つこと
なく、アクセス線等の工事が完了次第、系統接続が可能となる。

◼ 他方、空き容量がなく混雑が想定される設備は、一般送配電事業者が増強規律に基づく費用便益評
価により増強実施を判断することとなり、系統接続と混雑緩和スキームは切り離した手続きとなる。
この際、増強による便益が費用を下回る場合は増強は行われず、発電事業者が希望しても混雑は緩
和されない場合が生じうる。

◼ この点への措置として、本プロセスは、発電事業者の希望による混雑緩和の余地を残す観点から、
ローカルノンファーム導入によるメリットを毀損しないことを前提に、費用便益評価に基づく効率的な設
備形成を補完するものとして実施する限定的なスキームと位置付けて、今後検討することでどうか。

＜ローカルノンファーム導入前後の違い＞

本
検
討



8(参考) 第46回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会(2022年11月15日) 資料２



9論点２：本プロセスによる系統増強の基本的な考え方

◼ 本プロセスは、発電事業者が、系統増強の費用を負担して混雑に伴う出力制御の緩和を希望する
場合に対応するための措置である。

◼ 一方で、個々の発電事業者の希望に応じて、都度、系統増強を行う場合、同一系統において繰り返し
増強工事が発生するなど、非効率な設備形成につながる可能性もある。

◼ そのため、本プロセスにおいて、全体の効率的な設備形成を毀損しないことを前提とした系統増強のス
キームを考えていく必要があるのではないか。



10４．検討スケジュール

◼ ローカルノンファームは2023年4月に受付を開始し、2024年度以降に運用開始を予定している。
そのため、2024年3月までに本プロセスに関する具体的な手続きの整備および必要な規程類の改定が
必要となる可能性があることから、 2023年度上期中を目途に、各課題の詳細検討を行うこととしたい。

◼ なお、発電事業者に大きく関わる課題（②対象電源、③開始基準、④費用負担など）については、
必要に応じて国で審議いただくなど、国とも連携しながら整理を進めていく。

2022年12月 2023年1月 2023年2月 2023年3月 2023年度1Q 2023年度2Q

①位置付け ●（本日）

②対象電源

③開始基準

④費用負担

⑤適用系統

⑥増強規模

⑦その他



11(参考) 第42回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会(2022年6月7日) 資料3


